




沖労発基 0616第 1号 

令和５年６月 16 日 

 

別記の団体の長 殿 

 

 

沖縄労働局長 

（公印省略） 

 

 

建築物の解体・改修工事の事前調査者の要件義務化について 

 

平素より労働行政の運営につきましては、格別のご理解とご協力を賜り、厚く

御礼申し上げます。 

さて、標記につきましては、令和５年１０月１日着工の工事から必要な知識を

持つ「建築物石綿含有建材調査者」が事前調査を行う必要があります。 

事前調査は、工事の規模にかかわらず全ての工事が対象で、一定規模以上の工

事は事前調査結果の報告を行うこととなっております。 

また、令和５年１０月１日以前であっても「建築物石綿含有建材調査者」が事

前調査を行うことが望ましいものです。 

貴団体におかれましては、会員事業場等に対し、その周知を図っていただきま

すとともに、各事業場において周知されますよう特段のご配慮をお願いいたし

ます。 

 

 

〇別添リーフレット 

『事前調査は、令和５年１０月１日着工の工事から 

「建築物石綿含有建材調査者」が行う必要があります！』 

 

 

 

（担当）沖縄労働局 労働基準部 健康安全課 

労働衛生専門官 大村 

電話０９８－８６８－４４０２ 

  



別記 

 

一般社団法人沖縄県労働基準協会 

建設業労働災害防止協会 沖縄県支部 

一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会 沖縄支部 

一般社団法人日本クレーン協会 沖縄県支部 

沖縄基礎工業協同組合 

沖縄県左官業組合連合会 

沖縄県鳶土工業会 

一般社団法人沖縄県建設業協会 

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会 沖縄県支部 

一般社団法人沖縄県造園建設業協会 

一般社団法人沖縄県電気管工事業協会 

一般社団法人沖縄県磁気探査協会 

一般社団法人沖縄県中小建設業協会 

一般社団法人沖縄県農林水産土木建設会 

一般社団法人日本塗装工業会 沖縄県支部 

一般社団法人沖縄県舗装業協会 

沖縄県クレーン事業協同組合 

沖縄県生コンクリート工業組合 

沖縄県管工事業協同組合連合会 

沖縄県建設事業協同組合 

沖縄県電気工事業工業組合 

協同組合沖縄県鉄構工業会 

西日本圧接業協同組合 沖縄ブロック 

沖縄県解体工事業協会 

西日本高速道路株式会社 九州支社 沖縄高速道路事務所 

全建総連沖縄県建設ユニオン 

公益社団法人沖縄県工業連合会 

一般社団法人沖縄県経営者協会 

沖縄経済同友会 

沖縄県商工会議所連合会 

沖縄県商工会連合会 

沖縄県中小企業団体中央会 

沖縄県中小企業家同友会 

沖縄県社会保険労務士会 


